
２ 簡易水道事業経営戦略（概要版）



大月町簡易水道事業経営戦略 【概要版】
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料金収入(百万円)税抜

＜投資に関する目標＞計画期間 令和16年度末における目標
• 有収率︓95％以上を維持します。（R5年度95.2％)
＜投資の目標に関する考え方＞
• 管路の経年劣化に対応するとともに、耐震化率及び有収率の向上に伴う収益性の改善を図るためには、適切なペースで管路を更

新することが重要であるため目標として設定しました。
• 引き続き、有収率の向上を重要指標として経営に取り組むものとします。
＜財源に関する目標＞
• 経常収支比率︓100％以上を目指します。
＜財源の目標に関する考え方＞
• 料金収入が減少していくなかで、起債の活用や経費の削減、施設の運用の効率化を進め、健全的な経営に努めます。

• 令和６年度から簡易水道事業について地方公営企業法を適用し運営・管理しています。
• 令和６年度決算見込みにおける主な経営指標は次のとおりです。
• 経常収支比率︓110％
• 料金回収率 ︓63.4％
• 有収率 ︓95.2％
• 企業債残高 ︓1,085百万円
• 企業債残高対給水収益比率︓1,483％

１．事業概要
• 事業名︓大月町簡易水道事業、経営戦略計画期間︓令和７年度〜令和16年度(10年間)
• 供用開始年月日︓昭和25年４月１日、計画給水人口︓4,530人、現在給水人口︓4,230人（令和5年度）
• 水源（表流水、伏流水、ダム）、浄水場17箇所、配水池29箇所、管路延長︓137.844km（令和5年度）
• 施設能力︓2,973㎥/日、施設利用率︓43.3％
• 事業運営組織︓大月町建設環境課において事業運営しています。

２．経営状況

３．将来の事業環境
（１）給水人口
• 計画期間末の令和16年度には、少子高齢化等の

影響により、令和５年度給水人口の77％程度に
減少する見込みです。

• 給水人口＝行政区域人口（推計値）×普及率
（R5年度実績値）に令和R10年度の新規加入
（頭集地区、春遠地区）を加算

• 行政区域人口の推計は、「国立社会保障・人口問
題研究所」による将来推計人口（令和5年12月
公表）を用いて推計しています。

（２）有収水量

（３）料金収入

• 計画期間末の令和16年度には、給水人口と同様
に減少し、令和５年度の77％程度に減少する見
込みです。

※ 有収水量＝給水人口×１人当たりの有収水量
（R5年度実績）

• 計画期間末の令和16年度には、有収水量の減少
に伴い、現行の水道料金を維持した場合、令和５
年度の90％程度に減少する見込みです。なお、水
道事業経営の安定を図るため、令和8年度に料金
改定を予定しています。

※ 料金収入＝有収水量×供給単価（有収水量1㎥
当たりの料金収入︓R7年度予算）

推計実績

４．経営の基本方針
• 水道は、町民の生活や事業活動を支える重要なライフラインであり、広く均等に、清浄な水を、いついかなる時においても、常時豊

富に供給することは、町の責務といえます。「安全・強靱・持続」の視点をもって、事業運営に取り組んでいきます。
• 水道事業を取り巻く環境の変化を踏まえ、生活環境の向上や生活様式の多様化などによる水需要の変化に対応するとともに、中

山間地域を含め町内における居住を促進するため、簡易水道施設の充実と給水区域の拡張・統合などを推進し、安心・安全で
安定した飲料水の供給を図ります。

• 原価削減に努めるとともに、財政的に持続可能な健全な運営を確保すべく、経営状況を正確に予測した上で適正な水道料金の
徴収に努めていきます。

５．投資財政計画

６．今後の検討予定等
• 将来にわたって安定的に事業を継続していくため、PDCA（計画・実施・検証・見直し）サイクルの考えに基づき、投資・財政計画

の達成状況について毎年度進捗管理を実施し、計画と実績の乖離を検証するとともに必要な対策を講じます。
• また、料金体系の変更や民間活力の活用等により収支計画に大きな修正が必要となる場合においては、見直しを実施するほか、

概ね５年ごとに総合的な検証を行い、さらなる現状分析や社会状況の変化などを考慮し、本戦略を更新します。

推計実績
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